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1)間接性差別禁止法理 
 これは、性中立的な基準や要件に基づく取扱いではあるが、一方の性に差別的な効果をもたら

し、かつそれが正当性をもたないものを禁止する法理である。ヨーロッパでは、パートタイム労

働者に男性が女性より多いという状況においてはパートタイム労働者とフルタイム労働者の賃金

格差が性差別にあたると扱われている（註 宮崎由佳「パートタイム労働と間接性差別」労働法

律旬報 1489-1490 号（2000 年）49 頁以下）。男女雇用機会均等法に本法理を規定するべきである

との主張が続く中、本年６月１５日に法改正が成立し、来年４月に施行されることとなった。そ

こでは、「性別以外の事由を要件とするもののうち」、「実質的に性別を理由とする差別となる」も

のについて、「合理的な理由がある場合でなければ」、これを講じてはならないとされた（新第７

条）。しかし、使用者側の消極的意見が強かったため、該当する場合は省令において、募集・採用

時の身体・体重・体力要件、総合職採用時の全国転勤要件、昇進時の転勤経験要件の３つに限定

されることになった。それに対して、それ以外が問題なしと解釈されてはならないとして、司法

判断でそれ以外の差別も違法となることを周知するとの附帯決議が付されている。ただ、法改正

の下になった「男女雇用機会均等政策研究会」報告書は、「正社員とパートタイム労働者の間で職

務の内容や人材活用の仕組みや運用などが実質的に異なる」場合には差別とならないことを認め

る内容となっており、パートタイム労働者に対する適用を認めるための法解釈が求められる。パ

ートタイム労働者の雇用条件改善のためには、以下の諸法理ではなく差別禁止法理によるべきで

あるとの主張もあるが（註 中窪裕也「条件格差と法規制のフォーカス」日本労働研究雑誌 489
号（2001 年）44 頁以下）、パートタイム労働者の雇用管理自体を是正していくことに向けた法理

こそが必要であろう。 
 
拙稿「日本における非正規労働者の権利保障と課題」より 
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